１　事業実施者の概要事業計画書




（１）事業実施者名称
	　



（２）代表者の職・氏名
	



（３）主たる事務所の所在地・連絡先
	所在地
	

	ＴＥＬ
	　　　
	ＦＡＸ
	



（４）現在、実施している事業の内容 （定款・登記上の記載を再掲）
	




（５）法人設立登記年月日　
	




（６）他に運営している教育・保育施設等　　　　　　　　　　　　  　
	種類
	施設名称
	所在地
	開設年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（７）事業実施者の組織役員について
	区分
	氏　　名
	生年月日
	住　　　所
	現　職
	教育関係・福祉関係歴等

	理事長
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※行が足りない場合は、追加すること。


（８）事業を運営するにあたっての事業運営理念について
	




（９）設置・運営を希望する理由
	




（10）在園児に対する説明・処遇について（説明内容、保護者への対応等）

	



○ 現在の認可外保育施設の状況
	施設名称
	
	施設長名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　


	ＴＥＬ
	　　　－　　　－　　　　
	ＦＡＸ
	　　　－　　　－　　　　

	事業開始年月日
	年　　月　　日

	定員構成
	０歳児
	人
	１歳児
	人
	２歳児
	人
	計　　　
	人

	
	３歳児
	人
	４歳児
	人
	５歳児
	人
	
	

	現入所
児童数
（R7.4.1時点）
	０歳児
	人
	１歳児
	人
	２歳児
	人
	計　　　
	人

	
	３歳児
	人
	４歳児
	人
	５歳児
	人
	
	



２　乳児等通園支援事業所の概要
（１）定員構成等
	定員構成
	０歳児
	1人
	１歳児
	1人
	２歳児
	1人
	3人

	所在地
	〒870　－　
都城市

	ＴＥＬ
	　　－　　－　　
	ＦＡＸ
	　　－　　－　　

	Ｅメール
	



（２）建物の状況
	種　　類
	□専用建物　□集合住宅　□戸建住宅　□その他（　　　　　　　　　　）

	主要用途
	※建物の検査済証等に記載されている内容を記載してください
保育所

	構　　造
	□鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造　 □鉄骨造 　□木造 　□その他（　　　　　　　　　　）

	耐火建築物
	□耐火建築物　　　□準耐火建築物　　□その他（　　　　　　　　　　）

	施設の階数
	　　階建の　　階部分
	建築面積
	　　　㎡
	延床面積
（専有面積）
	㎡

	権利関係
	□自己所有　□無償貸与　□賃貸→月額（　　　　　　　）円(管理費込)

	築年月
	□昭和
□平成
□令和
	年 月 日　
	（昭和56年6月以前に設計された建物
の場合は①②へ）

	
	①耐震診断
	□実施済または実施予定（実施（予定）年月日　　　　年　　月　　日）　
　（□耐震基準を満たしている　　□耐震基準を満たしていない）
□未実施

	
	②耐震化工事
	□実施済または実施予定（実施（予定）年月日　　　　年　　月　　日）
□未実施

	排水
放流先
	雨水
	□公共下水道　□合併浄化槽　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	汚水
	□公共下水道　□合併浄化槽　□単独浄化槽　□その他（　　　　　　　）

	※建物が複数ある場合は、本ページをコピーして添付すること。














	○乳児室・ほふく室・保育室または遊戯室の設置階が２階以上の場合は、以下について記入

	※保育室等が設けられている階に応じ、右欄の各設備が１以上設けられていること。
【設備基準】

	２階
	常用の階段
	□屋内階段　　　　　　□屋外階段

	
	避難用設備
	□特別避難階段に準じた屋内避難階段または特別避難階段
□待避上有効なバルコニー
□準耐火構造の屋外傾斜路またはこれに準ずる設備
□屋外階段

	３階
	常用の階段
	□屋内階段　　　　　　□屋外階段

	
	避難用設備
	□特別避難階段に準じた屋内避難階段または特別避難階段
□耐火構造の屋外傾斜路またはこれに準ずる設備
□屋外階段

	４階以上
	常用の階段
	□屋内階段　　　　　　□屋外階段

	
	避難用設備
	□特別避難階段に準じた屋内避難階段または特別避難階段
□耐火構造の屋外傾斜路
□屋外階段

	
【防災設備】

	２階以上
	□乳幼児の転落防止設備（保育室等その他の乳児が出入りし、または通行する場所に設置）

	３階以上
	調理
設備
	①のいずれか１つもしくは②のすべてを満たすこと

	
	
	①
	□スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のもの
□調理用器具の種類に応じた有効な自動消火装置が設置され、かつ外
部への延焼防止措置が講じられている

	
	
	②
	□調理設備とそれ以外の部分が、耐火構造の床、壁または特定防火設
備で区画されている
□ダンパーが、暖房または冷房設備の風道が床もしくは壁を貫通する
部分（これに近接する部分を含む）に防火上有効に設置されている

	
	その他設備
	下記すべてを満たすこと
□壁および天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしている
□非常警報器具または非常警報設備および消防機関へ火災を通報する設備
□カーテン、敷物、建具等で可燃性のものについての防炎処理




（３）土地の状況
	面積
	㎡
	権利関係
	□自己所有　□無償貸与　□賃貸

	
	
	月額賃料
	円(管理費込)


※「面積」は、屋外遊戯場および駐車場等含む施設にかかる全体の面積を記入すること。

	送迎用駐車場
	　　　　　　　　台
	権利関係
	□自己所有　□無償貸与　□賃貸

	
	
	月額賃料
	円(管理費込)

	職員用駐車場
	　　　　　　　　台
	権利関係
	□自己所有　□無償貸与　□賃貸

	
	
	月額賃料
	（管理費込)



（４）保育室等の状況
	部屋の名称
	面積
	設備状況

	保育室
	　　　　㎡
	保育室と調理室の区画
	□有　□無

	
	　　　　
	調乳設備
	□有　□無

	
	　　　　
	沐浴設備
	□有　□無

	便所
	㎡
	手洗用設備
(食事用と便所用は別)
	□有　□無

	
	
	
	



（５）定員による施設の必要面積
	室名等
	最低基準面積
（１人あたり）
	定員
	必要面積
	実際の面積
(改修後面積)

	乳児室・ほふく室
（０，１歳児）
	３．３㎡
	×
	人
	＝
	㎡
	㎡

	保育室
（２歳児以上）
	１．９８㎡
	×
	人
	＝
	㎡
	㎡




３　乳児等通園支援事業所の運営方針
（１）受入れの方針（受入れにおける基本的な考え方、乳幼児の受入れの留意点等）
	



（２）受入れ水準向上のための創意工夫や研修体制について
	



（３）開所時間等
	
	

	開所日
	

	開所時間
	



（４）食事・調理等
	食事の提供方法
	□有（施設内調理）
□有（外部搬入（搬入元：　　　　　　　　　　　　　　））
□無

	調理担当者
	□事業実施者
□委託業者（業者名：　　　　　　　　　　　　　　）

	献立の作成者
	□事業実施者（□栄養士　□調理員　□左記以外（ 　　　　　　　））
□委託業者（業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※「委託業者」を選択した場合は、委託契約書を提出すること。






（５）食事の提供方法・調理・食育・アレルギー対応に関する方針
　※調理室と保育室が別棟で離れている場合など食事を搬入する場合、①経路図や②運搬に関する衛生管理の方法についても記載すること。
	



（６）こどもの日々の健康管理に関する考え方
	



（７）防災・防犯体制等の安全確保対策について
	








（８）こどもの虐待に対する考え方や虐待に対する対応策等について
	



（９）保護者との連携
	施設だより
	□発行する　　□ 発行しない

	連絡帳
	□作成する　　□作成しない

	苦情受付窓口
	□設置する（具体的に：）


　



（10）保護者との連絡及び連携に関する考え方（緊急時の対応を含む）
	



（11）事業に関する情報提供方法
	情報提供方法
	□ちらし　　　□ホームページ　　□その他（　　）

	施設等の見学
	□実施する　　□実施しない


　
（12）送迎バスについて
	送迎バスの運行
	□実施する　□実施しない



４　施工計画について
事業開始までに必要な整備内容について
	· 新築
· 乳児を受け入れるための沐浴設備や調乳設備の整備
· 保育室の増築（部屋数　　　　　　部屋増築予定）
· 調理室の整備
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　整備の必要はない



1

